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Ⅰ　基本事項

Ⅱ　点検項目

地区名 三木
ミ キ

浦
ウラ

事業主体 県(三重県)

百万円 陸揚量 379 トン

１．地区概要

隻

主な漁業種類 養殖、一本釣、刺網 主な魚種 マダイ、マハタ、カツオ

漁業経営体数

事後評価書（完了後の評価）

都道府県名 三重県

事業名 水産生産基盤整備事業水産資源環境整備事業

関係市町村 尾鷲市

１．費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化

　本事業では、平成14年に期中の評価（事前評価）を実施し、事業実施の妥当性について評
価を行った。その際の分析の算定基礎となった漁業者数、漁船隻数、避難船隻数、三木浦地
区の世帯数は、過疎化および少子高齢化の影響により減少している。例えば、平成18年～平
成27年の10年間で三木浦地区の人口は約25%減少し、高齢化率は38%から53%に増加した。一方
で、工法の変更による藻場造成面積や、臨港道路の利用頻度は当初想定を上回っている。
　費用便益比率は、平成14年の1.54から平成29年の1.21へと減少している。

　事業実施以前は、荒天時に安全に係留できる岸壁が不足していたため、漁船同士の接触、
避難作業が非効率となるという問題があったが、本事業による係留施設の整備により、安全
に係留可能な岸壁延長が確保され、漁船同士の接触が解消される等の改善が図られた。
　また、事業実施以前は、漁港背後に狭小な道路しか無く、漁業者、一般市民の移動に時間
がかかり危険でもあった。さらに、大型車による効率的な輸送も不可能であった。本事業に
よる臨港道路等の整備により、十分な道幅が確保され、移動時間短縮による漁業作業の効率
化、交通円滑化による住民の利便性向上、大型車による飼料・機材の搬入による漁業経費の
削減等の改善が図られた。

２．事業効果の発現状況

漁港名（種別） 三木浦漁港(第4種) 漁場名 -

陸揚金額 421

人

登録漁船隻数 106 隻 利用漁船隻数 170

10 経営体 組合員数 185

事業費 2,425百万円 事業期間 平成15年度～平成23年度

地区の特徴

　三木浦漁港は、三重県尾鷲市の賀田湾湾奥に位置する第4種漁港である。港
内水域を利用したマダイ、マハタ等の養殖漁業が盛んであり、養殖漁業の拠
点として、陸揚げ・出荷、資材補修、餌積み込み等に利用されている。さら
に、一本釣漁、刺し網漁も行われており、主な魚種は、それぞれカツオ、エ
ビなどである。
　また、当漁港は第4種漁港であり、熊野灘沿岸の周辺漁港や熊野灘沖で操業
する漁船の避難港としても利用されている。

２．事業概要

事業目的

　当漁港は、台風等の影響を受けにくいことから漁船の避難港となっている
が、荒天時に安全に係留できる岸壁が不足していた。さらに、集落内の道路
が非常に狭く危険であるとともに、大型車による効率的な輸送も不可能で
あった。また、養殖のための岸壁や用地も不足していた。
　当事業は、これらの改善を目的として、荒天時休けい用係留施設と、臨港
道路、物揚場、用地を整備し、避難港としての機能の向上、漁業の効率化・
安全性向上、地域の利便性向上を図ったものである。

主要工事計画
-3.0m岸壁　L=100m、-4.0m岸壁　L=20m、-2.0m物揚場(B)　L=120m
臨港道路　L=460m、-2.0m物揚場(A)　L=70m、用地　A=1,500m2
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５．社会経済情勢の変化

　当該漁港における登録漁船隻数は平成14年には155隻であったが、高齢化、人口減少といっ
た問題等があり、平成27年には106隻に減少している。
　また、平成21年には鳥羽市以南の三重県外湾地区の漁協が合併し、三重外湾漁協が創設さ
れた。この結果、地区全体の漁業の再編・活性化が推進されている。
　漁業者の減少・高齢化が進む中、持続可能な養殖業を確立するために、マダイ中心の生産
からより付加価値の高いマハタなどに魚種転換を行い、生産性の向上に取組んでいる。ま
た、自動給餌機などによる作業効率化や、高品質な餌の活用による養殖魚のブランド化によ
る生産性の向上に取組んでいる。

７．事業の投資効果が十分見込まれたか

　臨港道路および休けい岸壁における自然石を用いた捨石マウンドの整備により、藻場が創
出され、水産動植物の保護育成・水質浄化の効果が見られる。

　本事業により整備された施設は、漁港管理者である三重県が漁港漁場整備法第２６条の規
定に基づき漁港管理規定を定め、これに従い、適正に漁港の維持、保全及び運営その他漁港
の維持管理を行っている。

４．事業実施による環境の変化

1.54
現時点の
Ｂ／Ｃ

1.21
※別紙「費用対効果分析
集計表」のとおり

３．事業により整備された施設の管理状況

平成14年評価時の
費用便益比Ｂ／Ｃ

　漁業者の高齢化、後継者不足による漁業者の減少、水産資源量の減少、魚価の低下など、
様々な課題があり水産業は低迷している。三木浦地区は、その地形を生かした海面養殖業主
体の漁業が行われており、基幹漁業である養殖業の生産性を維持していくことが課題であ
る。
　今後の漁港整備においては、整備された岸壁・道路等の効果が継続的に発揮されるように
適切に維持管理をおこなっていく必要がある。また、既存施設については、ライフサイクル
に応じた計画的な保全対策、利用環境の変化に応じた施設の改良を行っていく必要がある。
　生産性の向上や適切な維持管理により、「漁業活動の拠点」「水産物流通の出発点」と
いった漁港機能を十分に発揮し、持続可能な漁業経営を支えていくことが可能となる。

６．今後の課題
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Ⅲ　総合評価

　本事業では、周辺漁港の避難港として重要な役割を担っている当該地区において、安全かつ効
率的な避難を図るために、岸壁の整備を行った。さらに、漁港背後の自動車移動の安全性、効
率、利便性の向上のために、臨港道路等の整備を行った。
　また、貨幣化が可能な効果について、費用対効果分析を行ったところ、１．０を超えており、
経済効果についても確認されている。
　さらに、事業効果のうち貨幣化が困難な効果についても、高齢者・小中学生の歩行時の安全性
の向上、臨港道路の整備による緊急車両の行動範囲の拡大、藻場の造成によるイセエビ・サザエ
等の保護・生育による生物多様性の促進効果が認められ、安全性・利便性の向上および環境の回
復が図られた。
　以上の結果から、本事業は当該地区において漁業経営の安定及び地域経済の振興へ寄与したも
のとなっており、想定した事業効果の発現が認められた。
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１　基本情報

２　評価項目

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

計（総便益額）　　　　　　Ｂ 千円

総費用額（現在価値化）　　Ｃ 千円

費用便益比　　　　　　　　Ｂ／Ｃ

３　事業効果のうち貨幣化が困難な効果

3,996,479

非常時・緊急時の対処

⑩自然環境保全・修復効果

4,846,175

⑭その他

・高齢者・小中学生の歩行時の安全性の向上
・臨港道路の整備による緊急車両の行動範囲の拡大
・藻場の造成によるイセエビ・サザエ等の保護・生育による生物多様性の促進
・藻場の造成による水質浄化効果

1,973,004

2,541,378

便
益
の
評
価
項
目
及
び
便
益
額

①水産物生産コストの削減効果

②漁獲機会の増大効果

③漁獲可能資源の維持・培養効果

1.21

生活環境の向上

地域産業の活性化

自然保全・文化の継承

⑦漁業外産業への効果

⑧生命・財産保全・防御効果

費用対効果分析集計表

都道府県名

事業名

地区名 三木
ミ キ

浦
ウラ

三重県

水産生産基盤整備事業 50年施設の耐用年数

漁業就労環境の向上 ⑤漁業就労環境の労働環境改善効果

その他

⑪景観改善効果

⑫地域文化保全・継承効果

⑬漁港利用者の利便性向上効果

⑥生活環境の改善効果

⑨避難・救助・災害対策効果

評価項目

水産物の生産性向上

便益額（現在価値化)

④漁獲物付加価値化の効果

331,793



水産生産基盤整備事業 三木浦地区 事業概要図

事業主体：三重県
主要工事計画：-2.0m物揚場(A) 70m、

-2.0m物揚場(B) 120m、
-3.0m岸壁 100m、
-4.0m岸壁 20m、
臨港道路 460m、
用地 1,500m2

事業費：2,425百万円
事業期間：平成15年度～平成23年度

-2.0m物揚場(A)
臨港道路

用地

-2.0m物揚場(B)

-3.0m岸壁

-4.0m岸壁
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１．事業概要

２．総費用便益比の算定

（１）総費用総便益比の総括

（千円）

（千円）

（２）総費用の総括

-2.0m物揚場(A)

-2.0m物揚場(B)

-3.0m岸壁

-4.0m岸壁

臨港道路

用地

（３）年間標準便益

　当漁港は、台風等の影響を受けにくいことから漁船の避難港となっているが、荒天時に安全
に係留できる岸壁が不足していた。さらに、集落内の道路が非常に狭く危険であると共に、大
型車による効率的な輸送も不可能であった。また、養殖のための岸壁や用地も不足していた。
　そこで、これらの改善を目的として、荒天時休けい用係留施設と、臨港道路、物揚場、用地
を整備し、避難港としての機能の向上、漁業の効率化・安全性向上、地域の利便性向上を図っ
た。

-3.0m岸壁 L=100m、-4.0m岸壁 L=20m、-2.0m物揚場(B) L=120m、臨港道路 L=460m、-2.0m物揚

場(A) L=70m、用地 A=1,500m2

三木浦地区　水産生産基盤整備事業の効用に関する説明資料

（１）事 業 目 的　：

（２）主要工事計画：

2,305百万円

平成15年度～平成23年度

区分 算定式

（３）事　業　費  ：

（４）工    期    ：

　「水産基盤整備事業費用対効果分析ガイドライン」（平成29年４月改訂　水産庁）及び同「参考資料」（平成29
年５月改訂　水産庁）等に基づき算定。

数値

総費用（現在価値化） ① 3,996,479

総便益額（現在価値化） ② 4,846,175

総費用総便益比 ②÷① 1.21

施設名 整備規模 事業費（千円）

L= 70.0m 188,425
L= 120.0m 137,997
L= 100.0m 183,160
L= 20.0m 55,613
L= 460.0m 1,388,773
A= 1,500.0㎡ 27,867

計 1,981,834

維持管理費等 500,162

総費用(消費税込み） 2,481,996

うち、消費税額 115,478

総費用（消費税抜） 2,366,518

現在価値化後の総費用 3,996,479

年間標準便益額
（千円）

71,252

162,341

・臨港道路の整備による一般市民の交通利便性の向上
・臨港道路の整備による乗合バス利用者の移動時間の削
減

・物揚場・道路護岸の整備に伴う背後域の漁業集落の資
産保全

12,205

78,884

効果の要因

・休けい用岸壁・物揚場整備による、荒天時の係留作業
時間の短縮
・休けい用岸壁・物揚場整備により、漁船同士の接触回
数が減少し、漁船の耐用年数が増加
・休けい用岸壁・物揚場整備により、荒天時の外来避難
船の避難に係る費用の削減
・臨港道路の整備による、港内移動時間の短縮
・臨港道路整備により、大型車両での機材の搬入の効率
化
・臨港道路整備により、大型車両での餌料搬入、餌料受
入に係る運送経費の削減
・物揚場整備による陸揚げ作業の待ち時間の解消

　　　　　　　　               区分
  効果項目

水産物生産コストの削減効果

生活環境の改善効果

生命・財産保全・防御効果

計
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（４）費用及び便益の現在価値算定表

事業費
(維持管理費

含む）

事業費
（税抜）

現在価値
（維持管理費

含む）

③ ①×②×③

-14 15 45,000 42,857 88,183

-13 16 250,000 238,095 471,750

-12 17 401,000 381,952 727,080

-11 18 401,000 381,952 684,815

-10 19 401,000 381,952 664,780

-9 20 251,000 239,095 399,433

-8 21 251,000 239,095 360,380

-7 22 251,000 239,095 333,213

-6 23 180,996 172,425 239,493

-5 24 1,000 1,000 1,290

-4 25 1,000 1,000 1,245

-3 26 1,000 1,000 1,144

-2 27 1,000 1,000 1,082

-1 28 1,000 1,000 1,040

0 29 1,000 1,000 1,000

1 30 1,000 1,000 962

2 31 1,000 1,000 925

3 32 1,000 1,000 889

4 33 1,000 1,000 855

5 34 1,000 1,000 822

6 35 1,000 1,000 790

7 36 1,000 1,000 760

8 37 1,000 1,000 731

9 38 1,000 1,000 703

10 39 1,000 1,000 676

26 55 1,000 1,000 361

27 56 1,000 1,000 347

28 57 1,000 1,000 333

29 58 1,000 1,000 321

30 59 1,000 1,000 308

31 60 1,000 1,000 296

32 61 1,000 1,000 285

33 62 1,000 1,000 274

34 63 1,000 1,000 264

35 64 1,000 1,000 253

36 65 1,000 1,000 244

37 66 1,000 1,000 234

38 67 1,000 1,000 225

39 68 1,000 1,000 217

40 69 1,000 1,000 208

41 70 1,000 1,000 200

42 71 1,000 1,000 193

43 72 1,000 1,000 185

44 73 1,000 1,000 178

2,481,996 2,366,518 3,996,479

計
現在価値
（千円）

0 0

10,255 16,418

37,864 56,039

70,996 97,194

99,470 125,830

162,341 189,939

162,341 175,653

① ② ④ ①×④

評
価
期
間

年
度

割引率
デフ

レータ

費用（千円） 便益（千円）

水産物
生産コスト
削減効果

生活環境の
改善効果

生命・
財産保全・
防御効果

1.665 1.190 0 0

1.732 1.188

1.539 1.165 20,510 20,510 31,565

1.601 1.189 10,255

1.423 1.174 54,430 54,430 77,454

1.480 1.176 37,864

1.316 1.059 70,996 70,996 93,431

1.369 1.101 70,996

1.217 1.060 71,252 12,205 78,884 162,341 197,569

1.265 1.098 28,474 70,996

1.125 1.017 71,252 12,205 78,884 162,341 182,634

1.170 1.064 71,252 12,205 78,884

1.040 1.000 71,252 12,205 78,884 162,341 168,835

1.082 1.000 71,252 12,205 78,884

162,341 162,341

0.962 1.000 71,252 12,205 78,884 162,341 156,172

1.000 1.000 71,252 12,205 78,884

0.790

162,341 150,165

0.889 1.000 71,252 12,205 78,884 162,341 144,321

0.925 1.000 71,252 12,205 78,884

162,341 138,8020.855 1.000 71,252 12,205 78,884

0.822 1.000 71,252 12,205 78,884 162,341 133,444

162,341 46,267

0.274 1.000 71,252 12,205 78,884 162,341 44,481

0.285 1.000 71,252 12,205 78,884

162,341 42,858

0.253 1.000 71,252 12,205 78,884 162,341 41,072

0.264 1.000 71,252 12,205 78,884

162,341 39,611

0.234 1.000 71,252 12,205 78,884 162,341 37,988

0.244 1.000 71,252 12,205 78,884

152,086 34,218

0.217 1.000 71,252 12,205 58,374 141,831 30,777

0.225 1.000 71,252 12,205 68,629

124,477 25,891

0.200 1.000 71,252 12,205 24,454 107,911 21,582

0.208 1.000 71,252 12,205 41,020

91,345 17,630

0.185 1.000 71,252 12,205 7,888 91,345 16,899

0.193 1.000 71,252 12,205 7,888

91,345 16,2590.178 1.000 71,252 12,205 7,888

計 4,846,175計

0.676 1.000 71,252 12,205 78,884 162,341

※評価期間は、便益対象施設が複数ある場合、各施設の整備毎に効果が発生するものとして算定
※端数処理のため各項目の和は必ずしも合計とはならない。

118,671

0.703 114,126

1.000 71,252 12,205 78,884 162,341 128,249

0.760 1.000 71,252 12,205 78,884 162,341 123,379

1.000 71,252 12,205 78,884 162,341

0.731 1.000 71,252 12,205 78,884 162,341

109,743

0.361 1.000 71,252 12,205 78,884 162,341 58,605

0.347 1.000 71,252 12,205 78,884 162,341 56,332

0.333 1.000 71,252 12,205 78,884 162,341 54,060

0.321 1.000 71,252 12,205 78,884 162,341 52,111

0.308 1.000 71,252 12,205 78,884 162,341 50,001

0.296 1.000 71,252 12,205 78,884 162,341 48,053
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３．効果額の算定方法

（１）水産物生産コストの削減効果

１）不足していた休けい用岸壁・物揚場の整備による、荒天時の係留作業時間の短縮

①

②

整備前 ③

整備後 ④

⑤

⑥

年間便益額（千円/年）

２）不足していた休けい用岸壁・物揚場整備により、漁船同士の接触回数が減少し漁船の耐用年数の増加

耐用年数(年)

整備前 ①

整備後 ②

漁船建造費（千円/ｔ） ③

対象船舶総t数(t) ④

年間更新費用削減(千円/年) ⑤

年間便益額（千円/年）

３）休けい用岸壁・物揚場整備により荒天時の外来避難船受入れ可能隻が増加し、避難船の避難に係る費用の削減

三木浦漁港への避難隻数(隻)

整備前 ①

整備後 ②

増加した避難隻数 ③ 3

年平均避難回数(回/年) ④

海路(漁船)

海路避難距離(km/回)

整備前 ⑤

整備後 ⑥

漁船航行速度(km/時) ⑦

避難一回当りの通行回数(回) ⑧

乗船人数(人/隻) ⑨

避難一回当りの所要時間(時間・人)

整備前 ⑩

整備後 ⑪

年間の避難削減時間(時間/年) ⑫

陸路(自動車)

陸路避難距離(km/回)

整備前 ⑬

整備後 ⑭

平均走行速度(km/時) ⑮

陸路避難の通行回数(回) ⑯

乗車人数(人/台)
⑰

避難一回当りの所要時間(時間・人)

整備前 ⑱

整備後 ⑲

年間の避難削減時間(時間/年) ⑳

漁業者労務単価(円/時間) ㉑

乗用車走行経費(60km/h)(円/時間） ㉒

㉓

㉔

年間便益額（千円/年）

1隻当りの作業人数(人/隻) 2

避難作業時間(時間/人)

3.50

1.50

調査日：平成29年7月12日
調査場所：三重外湾漁業協同組合三木浦事業所
調査対象者：三重外湾漁業協同組合組合職員
調査実施者：三重県尾鷲農林水産事務所職員
調査実施方法：ヒアリング調査

205
平成27年港勢調査(三木浦漁港を拠点としている10t以下の船舶
のみを対象に集計)

442 ①×②×(③-④)×⑤×⑥

区分 備考

7.00

10.17

2,992

減価償却資産の耐用年数等に関する省令(財務省)

44 平成15年～平成21年港勢調査の避難船隻数の平均

47 平成22年～平成27年港勢調査の避難船隻数の平均

8
三重県の波浪警報発令期間または台風の東海地方接近期間の数
の年平均値(2013年～2015年)

区分 備考

②-①

4.86 ⑤×⑧×⑨/⑦

1.89 ⑥×⑧×⑨/⑦

71 ③×④×(⑩-⑪)

90 GISによる距離測定(鵜殿港～五ヶ所湾)

35 GISによる距離測定(鵜殿港～三木浦漁港)

37 調査日：平成29年7月12日
調査場所：三重外湾漁業協同組合三木浦事業所
調査対象者：三重外湾漁業協同組合組合職員
調査実施者：三重県尾鷲農林水産事務所職員
調査実施方法：ヒアリング調査

2

1

114 自動車移動の場合の最短距離(鵜殿港～五ヶ所湾)

43 自動車移動の場合の最短距離(鵜殿港～三木浦漁港)

60 調査日：平成29年7月12日
調査場所：三重外湾漁業協同組合三木浦事業所
調査対象者：三重外湾漁業協同組合組合職員
調査実施者：三重県尾鷲農林水産事務所職員
調査実施方法：ヒアリング調査

4

3

1,380
平成27 年漁業経営調査報告（農林水産省大臣官房統計部、平
成28 年11 月）

22.10
・時間価値原単位及び走行経費原単位（平成20 年価格）の算
出方法（平成20 年11 月、国土交通省道路局）
・平成20年、平成29年のGDPデフレータ

漁業者労務経費の削減(千円/年) 569 ㉑×(⑫+⑳)

22.8 ⑬×⑯×⑰/⑮

8.6 ⑭×⑯×⑰/⑮

341 ③×④×(⑱-⑲)

乗用車走行経費の削減(千円/年) 151 ③×④×(⑬-⑭)×⑯×㉒

720 ㉓+㉔

国土交通省「造船造機統計調査」

地元船

漁業者労務単価(円/時間) 1,380
平成27 年漁業経営調査報告（農林水産省大臣官房統計部、平
成28 年11 月）太平洋中区漁船漁業者平均値

年平均避難回数(回/年) 8
三重県の波浪警報発令期間または台風の東海地方接近期間の数
の年平均値(2013年～2015年)

区分 備考

避難時に対岸の岸壁を利用する漁船数(隻/回) 10

{(③÷①)-(③÷②)}×④27,312

⑤27,312



［整理番号35］

４）臨港道路の整備による、港内移動時間の短縮

臨港道路平均移動速度(km/時)

整備前 ①

整備後 ②

臨港道路待避時間(分)

整備前 ③

整備後 ④

臨港道路往復延長(km) ⑤

臨港道路整備による1往復当りの短縮時間(時間) ⑥

漁業活動に係る臨港道路の年往復回数（回／年） ⑦

通常操業時の年往復回数 ⑧

避難作業時の年往復回数 ⑨

舟揚場作業時の年往復回数 ⑩

漁業者労務単価(円/時間) ⑪

乗用車移動経費(円/km)

整備前(10km/h) ⑫

整備後(30km/h) ⑬

漁業者の労務費削減(千円/年) ⑭

乗用車の経費削減(千円/年) ⑮

年間便益額（千円/年）

５）臨港道路整備により作業クレーンや、大型車の通行が可能となったことによる機材の搬入の効率化により、船揚場でのメンテナンス作業時間の短縮

養殖筏の数(台) ①

養殖筏のメンテナンスサイクル(年) ②

養殖筏の年間メンテナンス台数(台/年) ③

養殖筏のメンテナンス作業に係る時間(時間/台)

整備前 ④

整備後 ⑤

漁業者労務単価(円/時間) ⑥

年間便益額（千円/年）

10 調査日：平成29年7月12日
調査場所：三重外湾漁業協同組合三木浦事業所
調査対象者：三重外湾漁業協同組合組合職員
調査実施者：三重県尾鷲農林水産事務所職員
調査実施方法：ヒアリング調査

30

3

0

区分 備考

1,380
平成27 年漁業経営調査報告（農林水産省大臣官房統計部、平
成28 年11 月）太平洋中区漁船漁業者平均値

0.6

0.18 〔(⑤/①-⑤/②)+(③-④)/60〕×2(往復分)

25,650

3,280

1,316

調査日：平成29年7月12日
調査場所：三重外湾漁業協同組合三木浦事業所
調査対象者：三重外湾漁業協同組合組合職員
調査実施者：三重県尾鷲農林水産事務所職員
調査実施方法：ヒアリング調査

⑧+⑨+⑩30,246

1,380
平成27 年漁業経営調査報告（農林水産省大臣官房統計部、平
成28 年11 月）太平洋中区漁船漁業者平均値

1,057 ③×(④-⑤)×⑥

7,832 ⑭＋⑮

区分 備考

10

120

54

・時間価値原単位及び走行経費原単位（平成20 年価格）の算
出方法（平成20 年11 月、国土交通省道路局）
・平成20年、平成29年のGDPデフレータ23.26

7,513 ⑥×⑦×⑪

319 (⑫-⑬)×（⑤×2(往復分)）×⑦

116 調査日：平成29年7月12日
調査場所：三重外湾漁業協同組合三木浦事業所
調査対象者：三重外湾漁業協同組合組合職員
調査実施者：三重県尾鷲農林水産事務所職員
調査実施方法：ヒアリング調査

11.6 ①/②

調査日：平成29年7月12日
調査場所：三重外湾漁業協同組合三木浦事業所
調査対象者：三重外湾漁業協同組合組合職員
調査実施者：三重県尾鷲農林水産事務所職員
調査実施方法：ヒアリング調査

32.04



［整理番号35］

６）臨港道路整備により大型車両の通行が可能になったことによる餌料搬入、餌料受入に係る運送経費の削減

餌受入作業時間(時間)

整備前 ①

整備後 ②

餌受入作業の作業人数(人) ③

餌搬入回数(回/年)

整備前 ④

A社

B社

C社

D社

E社

F社

整備後 ⑤

A社

B社

C社

D社

E社

F社

運送経費(円/回)

整備前(4t車） ⑥

A社 (運送距離380km)

B社 (運送距離2,240km)

C社 (運送距離380km)

D社 (運送距離380km)

E社 (運送距離400km)

F社 (運送距離1,200km)

整備後(10t車) ⑦

A社 (運送距離380km)

B社 (運送距離2,240km)

C社 (運送距離380km)

D社 (運送距離380km)

E社 (運送距離400km)

F社 (運送距離1,200km)

一般労働者労務単価(円/時間) ⑧

普通貨物車時間価値(円/時間) ⑨

運送経費削減便益(千円/年) ⑩

受入作業経費削減便益(千円/年) ⑪

年間便益額（千円/年）

28,744 Σ(⑥×④-⑦×⑤)

4,800 (Σ④×①-Σ⑤×②)×(⑧×③+⑨)

33,544 ⑩＋⑪

74,890

179,410

2,117
「毎月勤労統計調査地方調査」（厚生労働省）における平成28
年の三重県の平均値

3,792
・時間価値原単位及び走行経費原単位（平成20 年価格）の算
出方法（平成20 年11 月、国土交通省道路局）
・平成20年、平成29年のGDPデフレータ

一般貨物自動車運送事業貸切運賃料金
（平成11年3月26日付近運貨振公示第2号近運貨適公示第1号で
交付された「原価計算書の添付を省略できる範囲」近畿運輸局
管内）

315,234

72,270

72,270

120,300

72,270

48,480

211,404

48,480

48,480

50,230

区分 備考

52

52

52

78

26

調査日：平成29年7月12日
調査場所：三重外湾漁業協同組合三木浦事業所
調査対象者：三重外湾漁業協同組合組合職員
調査実施者：三重県尾鷲農林水産事務所職員
調査実施方法：ヒアリング調査

1.5

2.0

2

208

104

312

104

26

26

26



［整理番号35］

７）物揚場整備による陸揚げ作業の待ち時間の解消、作業の効率化

陸揚げ作業待機時間（時間） ①

陸揚げ作業待機回数(回/年)

整備前 ②

整備後 ③

陸揚げ作業に係る人数（人/回） ④

漁業者労務単価(円/時間/人) ⑤

年間便益額（千円/年）

（２）生活環境の改善効果

１）臨港道路の整備による一般市民の交通利便性の向上

臨港道路平均移動速度(km/時)

整備前 ①

整備後 ②

臨港道路待避時間(分)

整備前 ③

整備後 ④

市街外出時の臨港道路通行距離(km)

背後地住民 ⑤

外来者・公用車 ⑥

臨港道路整備による1往復当りの短縮時間(時間/回)

背後地住民 ⑦

外来者・公用車 ⑧

対象世帯数（世帯） ⑨

対象就労人口(漁業以外)(人) ⑩

臨港道路の往復回数

　背後地住民の通勤に係る往復回数(回/年/人) ⑪

　背後地住民のレジャー等外出に係る往復回数(回/年/世帯) ⑫

　外来者の臨港道路往復回数(台/年)

三木浦ゲストハウス利用者(台/年) ⑭

釣り客(台/年) ⑮

　公用車の臨港道路往復回数(台/年)

ゴミ収集車 ⑰

宅配業者 ⑱

デイケア車両 ⑲

背後地住民(通勤、レジャー等）の臨港道路総往復回数(回/年) ⑳

外来者・公用車の臨港道路総往復回数(回/年) ㉑

乗用車時間価値(円/時間) ㉒

通行時間削減便益(千円/年)

背後地住民 ㉓

外来者・公用車 ㉔

２）臨港道路の整備による乗合バス利用者の移動時間の削減（整備後、バスの通行が可能となり、集落内に停留所が新たに追加）

乗合バス乗降人数(人/年) ①

うみのこ文庫駅

コノワ駅

歩行距離の短縮(km) ②

うみのこ文庫駅

コノワ駅

歩行速度(km/時間) ③

バスの速度(km/時間) ④

一般労働者労務単価(円/時間) ⑥

年間削減時間(時間/年) ⑦

年間便益額（千円/年）

区分 備考

10

区分 備考

1.0 調査日：平成29年7月12日
調査場所：三重外湾漁業協同組合三木浦事業所
調査対象者：三重外湾漁業協同組合組合職員
調査実施者：三重県尾鷲農林水産事務所職員
調査実施方法：ヒアリング調査

50

0

5

30

調査日：平成29年7月12日
調査場所：三重外湾漁業協同組合三木浦事業所
調査対象者：三重外湾漁業協同組合組合職員
調査実施者：三重県尾鷲農林水産事務所職員
調査実施方法：ヒアリング調査

1,380
平成27 年漁業経営調査報告（農林水産省大臣官房統計部、平
成28 年11 月）太平洋中区漁船漁業者平均値

345 ①×(②-③)×④×⑤

73

1,820

3

0

0.5

0.6

0.1657

0.1800

167

〔(⑤/①-⑤/②)+(③-④)/60〕×2(往復分)

〔(⑥/①-⑥/②)+(③-④)/60〕×2(往復分)

26,569 ⑩×⑪＋⑨×⑫

245
土日祝、盆、年末年始を含む年平均休日日数120日より設定
（365日－120日）

52 調査日：平成29年7月12日
調査場所：三重外湾漁業協同組合三木浦事業所
調査対象者：三重外湾漁業協同組合組合職員
調査実施者：三重県尾鷲農林水産事務所職員
調査実施方法：ヒアリング調査

930

200

730

2,650

100

730

年間便益額（千円/年） 11,957 ㉓+㉔

区分 備考

3,580 ⑬+⑯

2,369
・時間価値原単位及び走行経費原単位（平成20 年価格）の算
出方法（平成20 年11 月、国土交通省道路局）
・平成20年、平成29年のGDPデフレータ

10,430

1,527

3.6 「津波対策推進マニュアル検討報告書（平成１４年３月）、総
務省消防庁」における老人自由歩行速度

30.0
調査日：平成29年7月12日
調査場所：三重外湾漁業協同組合三木浦事業所
調査対象者：三重外湾漁業協同組合組合職員
調査実施者：三重県尾鷲農林水産事務所職員
調査実施方法：ヒアリング調査

平成28年3月～平成29年2月のふれあいバス八鬼山線乗降記録
(尾鷲市)600

500

バス停から臨港道路終点までの最短距離

0.3

0.6

248 ⑥×⑦

2,117 「毎月勤労統計調査地方調査」（厚生労働省）における平成28
年の三重県の平均値

117.3 Σ(①×②)/③-Σ(①×②)/④

⑬=⑭+⑮

⑯=+⑰+⑱+⑲

⑦×⑳×㉒

⑧×㉑×㉒



［整理番号35］

（３）生命・財産保全・防御効果

１）物揚場・道路護岸の整備に伴う背後域の漁業集落の資産保全

家屋浸水面積(m
2
) ①

世帯数(世帯) ②

家屋資産(千円/m
2
) ③

家庭用品(千円/世帯) ④

償却資産(千円/従業員数) ⑤

医療・福祉業

製造業

卸売業、小売業

生活関連サービス業、娯楽業

サービス業

農漁家

在庫資産(千円/従業員数) ⑥

医療・福祉業

製造業

卸売業、小売業

生活関連サービス業、娯楽業

サービス業

農漁家

従業員数(人) ⑦

医療・福祉業

製造業

卸売業、小売業

生活関連サービス業、娯楽業

サービス業

農漁家

床下浸水被害率

家屋 ⑧

家庭用品 ⑨

事業所償却 ⑩

事業所在庫 ⑪

農漁家償却 ⑫

農漁家在庫 ⑬

償却資産被害額(千円) ⑭

医療・福祉業

製造業

卸売業、小売業

生活関連サービス業、娯楽業

サービス業

農漁家

在庫資産被害額(千円) ⑮

医療・福祉業

製造業

卸売業、小売業

生活関連サービス業、娯楽業

サービス業

農漁家

一般資産被害額(千円) ⑯

家屋

家庭用品

事業所償却

事業所在庫

農漁家償却

農漁家在庫

公共土木施設被害率 ⑰

公共事業等被害率 ⑱

公共土木施設被害額(千円) ⑲

公共事業等被害額(千円) ⑳

総被害額(千円) ㉑

発生確率別被害額(千円)

1年に1回 ㉒

10年に1回 ㉓

20年に1回 ㉔

30年に1回 ㉕

累積発生確率(1/年)

1年に1回 ㉖

10年に1回 ㉗

20年に1回 ㉘

30年に1回 ㉙

年間便益額（千円/年）

区分 備考

4,068.14 数値基盤地図(国土地理院)

0.1010

0.0560

2.00

12.00

5.00

30 ゼンリン住宅地図

186.9

13,004

1,263

治水経済調査マニュアル（案）（平成１７年４月１日付け国河
計調第２号）各種資産評価単価及びデフレーター(平成２９年
２月改正、国土交通省水管理・国土保全局河川計画課)

95

4,465

1,772

276

243

507

4,593

2,264

3,989

1,005

1,578

事業所：⑥×⑦×⑪　※業種別に算出
農漁家：⑥×⑦×⑬10.6

3000.5

496.2

15.5

77.0

0.0

1.00

5.66

0.0000

0.0000

事業所：⑤×⑦×⑩　※業種別に算出
農漁家：⑤×⑦×⑫255.1

5566.7

1143.3

402.9

574.5

0.0

海岸事業の費用便益分析指針（改訂版）平成１６年６月（農林
水産省農村振興局、農林水産省水産庁、国土交通省河川局、国
土交通省港湾局）

平成26年度経済センサス(三重県尾鷲市三木浦)

11.00

0.0450

0.0210

7,942.5 Σ⑭

3,599.8 Σ⑮

0 (⑤×⑦)×⑫　※農漁家のみ

34,215.1 ①×③×⑧

8,192.5 ②×④×⑨

Σ⑯＋⑰＋⑱

0 被害なし

0 (⑤×⑦)×⑬　※農漁家のみ

1.8 海岸事業の費用便益分析指針（改訂版）平成１６年６月（農林
水産省農村振興局、農林水産省水産庁、国土交通省河川局、国
土交通省港湾局）0.03

97,110 Σ⑯×⑰

78,884
(㉒+㉓)/2×(㉗-㉖)＋(㉓+㉔)/2×(㉘-㉗)＋(㉔+㉕)/2×(㉙-
㉘) ※年平均期待軽減額を算出

0.90000 =1-1/10

0.95000 =1-1/20

0.96667 =1-1/30

152,678 ㉑より

152,678

152,678

0.00000 =1-1/1

1,618 Σ⑯×⑱

152,678
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